
バックオフィス業務等支援モデル事業 仕様書 

 

１ 委託業務の名称 

  バックオフィス業務等支援モデル事業 

 

２ 業務の目的 

  北海道（以下、「道」という。）では、行政サービスの提供にあたり、道と関係団体（道

の関与団体及び指定管理者をいう。）が緊密に連携しながら多様化する行政需要へ柔軟に対

応しているが、関係団体の中には、職員の高齢化やITスキルの不足などの課題を抱える団体

も多く、今後も持続的に行政サービスを提供するためには、業務の省力化や業務プロセスの

効率化を図ることが求められている。 

本業務は、関係団体のバックオフィス業務（住民サービスに直結しない庶務業務等）の効

率化に向けた取組を支援するとともに、そのノウハウを横展開することにより行政サービス

提供の持続性を高めることを目的とする。 

 

３ 業務の内容 

  関係団体の業務効率化を支援するため、道と協議、連携しながら、以下の業務を行うこ

と。 

（１）機運醸成に向けたセミナーの開催 

   関係団体が業務効率化へ取り組む機運を醸成するため、業務量調査・業務分析・改善策

の提案などBPR（業務のプロセスの見直しを行い、最適化を図ること）に取り組む際の一

連の流れや類似団体等の取組事例の紹介、業務改善に役立つツールの紹介など、業務効率

化に向けた取組の契機となる内容を取り扱うセミナーを年１回以上開催すること。なお、

関係団体は小規模な団体が多いため、その点に留意した内容とするとともに、セミナーの

開催に当たっては、多くの関係団体が参加できるような効果的な周知に努めること。 

（２）相談窓口の設置 

関係団体専用の相談窓口を設置し、相談対応を通じて、関係団体における業務改善への

取り組みを支援すること。対応方法については電話、電子メール、Web会議など、相談内

容の把握及びそれに対する助言を的確に行うことのできる方法を検討することとし、効率

的な相談対応ができるような体制を整備すること。 

   なお、相談窓口の設置については、多くの団体が参加できるような効果的な周知に努

め、契約期間中少なくとも６ヶ月以上開設すること。 

（３）アドバイザーによる業務効率化の提案 

   道が選定したモデル対象施設（１施設）について、当該施設に関係する団体の庶務業務

等に係る業務効率化に向けた支援のため、以下の業務を行うこと。 

  ア 団体へのヒアリング等の調査を通じて、業務改善策を提案する庶務業務等の範囲を確

定させること。 

  イ アで確定させた業務について、業務工程の現場視察等を行い、現状の業務量を分析す



るとともに、業務フローを作成し、業務遂行における課題等を整理すること。 

  ウ 業務の効率化の検討に当たっては、業務の工程と既存のシステムの過不足等を確認

し、より効果的な活用ができないか、また、クラウドサービスなどの活用により庶務業

務等の効率化が図られる業務がないか分析すること。 

  エ 現状分析を踏まえ、効果的な業務改善策の提案を行うこと。なお、提案にあたって

は、団体の人員構成や財政状況等も勘案の上、実現可能な改善策を提案すること。 

 

４ 実施体制 

（１）本業務実施にあたって、プロジェクト全体を統括する責任者を配置し、進行管理を行う

こと。 

（２）プロジェクトの実施を担う者は、BPR のノウハウを有していること。BPR 支援の経験があ

ることが望ましい。 

（３）プロジェクトの実施者を複数とし、役割分担する場合、実施者ごとに業務・役割を明確に

すること。 

（４）事業の実施に当たって、次の資料を契約締結から速やかに提出すること 

  ① 業務全体の目的や考え方、実施内容を示した業務実施方針 

  ② 業務従事者の一覧表（職名、氏名）及び役割分担を示した業務実施体制図 

  ➂ 業務全体のスケジュールを示した業務工程表 

 

５ 成果物 

（１）本業務の成果物及び納入時期は以下のとおりとする。 

成果物 内  容 納入時期 

セミナー開催実績

報告書 

・３の（１）に係るセミナーの実

績報告書 一式 

・各団体へ情報提供するための概

要版 一式 

セミナーの開催後２週間

以内 

相談窓口対応実績

報告書 

・３の（２）に係る相談対応の件

数、内容及び対応結果の実績報

告書 一式 

・各団体へ情報提供するための概

要版 一式 

別途協議のうえ道が指定

する日まで 

業務効率化提案実

績報告書 

・３の（３）に係る業務の現状分

析、課題、改善策等の報告書 

一式 

・各団体へ情報提供するための概

要版 一式 

別途協議のうえ道が指定

する日まで 

業務効率化提案書 ・３の（３）において実施した現

状分析等をもとに、モデル対象施

設へ業務改善策を提案するため

別途協議のうえ道が指定

する日まで 



の提案書 一式 

最終報告書 ・本業務全体の実施結果及び今後

の関係団体の業務効率化に向け

た提言を取りまとめた成果報告

書 一式 

契約期間の満了日まで 

（２）提出方法及び様式 

ア 成果物は特に指定がない限り、電子データ（CD-R又はDVD-R）により提出すること。 

イ 資料データは、Word、Excel、Power Pointのいずれか及びPDFにより提出することを

原則とし、それ以外で提出する場合は、道の承認を得ること。 

（３）成果品等の帰属 

本契約に従って作成される成果物の著作権は道に帰属する。 

（４）守秘義務の厳守 

本業務を遂行するに当たって知り得た事項は外部に漏らしてはならない。 

 

６ スケジュール（例示） 

令和７年４月下旬 契約締結 

    ６月 機運醸成に向けたセミナーの開催 

    ６月～ 相談窓口の設置（６ヶ月以上） 

    ７月～ アドバイザーによる業務効率化の提案 

    ３月 最終報告取りまとめ・提出 

※上記スケジュールは道による例示であり、業務スケジュールを拘束するものではない。 

効果的な事業実施時期については、企画提案書において提案をすること。 


